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外国人材受入れ・多文化共生支援
多様な事業とパートナーシップ

「誰一人取り残さない」日本・世界の実現   

　日本で働く外国人労働者は、2023年に200万人を
超え過去最高を更新しました。日本は少子高齢化を背
景に労働力不足が懸念され、経済成長を維持するため
には外国人労働者の受け入れがますます必要になると
いわれています。JICA 緒方貞子平和開発研究所が
2024年に公表した調査・研究報告でも、2030年には
約419万人の労働力需要に対して77万人が不足すると
試算されており、社会経済の発展、地方創生の担い手
として、外国人材の活躍が期待されています。
　労働者の出身国にとっても、海外で就労する労働者
を増やすことは、海外からの送金の増加や海外の技術
の習得などを通じて自国の経済・社会の発展につながる
ため、重要な開発課題となってきています。他方、これ
ら「移住労働者」は脆弱な立場に置かれることも多く、
さまざまな人権侵害のリスクも抱えています。

JICAは、日本における適正かつ効果的な移住労働者
の受け入れの促進に取り組むことで、移住労働者の人
権の尊重および開発途上国と日本双方の経済・社会発
展に貢献することを目指しています。

JICAの取り組み「3つの柱」
1．移住労働者の人権尊重
　移住労働者は、来日前に仲介者へ手数料を支払うた
めに多額の借金を背負わざるをえなかったり、受入れ国
の就労・生活に関する正しい情報を知らないまま送り出
されたりするなど、弱い立場に置かれやすい存在です。
送り出し国の関連政策や制度の整備および運用の改善
を支援することを通じ、こうした課題を解決することは、
「人間の安全保障」の観点から極めて重要です。

2023年にベトナムで開始したJICAの技術協力プロ
ジェクトは、現地の関係省庁と共に、ベトナムの送り出
し機関が正しい求人情報を提供し、ベトナム人の求職
者が直接応募するシステムを構築しています。悪質なブ
ローカーを介在させず、渡航後の円滑な就労につなげ
ることで、透明性のある海外就労の促進や人権尊重に

取り組んでいます。またJICAは、国際労働機関（ILO）、
責任ある外国人労働者受入れプラットフォーム
（JP-MIRAI）などとも連携し、ベトナム人技能実習生の
訪日前手数料をゼロにすることを目的とした枠組みであ
る「公正で倫理的なリクルートメントイニシアティブ
（VJ-FERI）」の推進を支援しています。

2．経済成長のための人材育成
JICAは、開発途上国に対し、日本での就労を促進す

るための体制整備や就労に必要な技能・日本語能力の習
得のための人材育成などに協力することで、より多くの
労働者が、日本での就労を通じて自国の質の高い成長
に効果的に貢献できるようになることを目指しています。
　こうした取り組みは、日本の労働力不足の解消、各産
業が必要とする優秀な人材の受け入れ、日本企業と海
外企業間のネットワークの構築などにつながり、日本社
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会や経済の発展にも寄与します。
2023年には、インドネシア政府から要請を受け、国
内外の関係機関との連携強化、日本語教育や技能訓
練、複数分野での技術協力にかかる調整などを行うた
め、「外国人材受入・送出促進アドバイザー」の派遣を開
始しました。

2023年11月には、両国の官民関係者が日本での就
労促進について分野を超えて意見交換を行う体制を構
築するため、「インドネシア・日本人材フォーラム2023」
を開催。省庁・政府機関、民間企業、国際機関が一堂に
会し、実務的な意見交換が行われました。
3．外国人材との共生社会構築

JICAは、外国につながりのあるあらゆる人が日本社
会を共につくる一員として包摂され、安全に安心して暮
らすことができるようになることを目指しています。
JICAの国内拠点や国際協力推進員を軸として、市民参
加協力事業、民間連携事業、開発教育支援事業、研修員・
留学生事業、技術協力、JICA海外協力隊による社会還
元などを組み合わせながら、国や地方自治体、NGOな
どが実施する共生社会の構築に向けた取り組みを促進・
支援しています。
　こうした取り組みにより、日本人の多文化共生への理
解を深めることに加え、外国人の社会参加を促進するこ

とにも力を入れています。その一例として、JICAでは、
外国籍の従業員を雇用する企業と協力し、外国人防災
リーダー育成研修を実施。日本は、その位置や地形、
地質、気象などの自然的条件により、地震や台風をは
じめとした数多くの自然災害が発生する国であることか
ら、研修では実際に日本で災害に遭った際の対応方法
や平時からの地域連携の重要性を伝えました。
　こうした研修は、外国人社員・実習生の受入れ企業、
企業所在地の自治体や関係団体、地域の防災士と連携
して開催し、講義や防災訓練などを通じて「外国人防災
リーダー」を育成するものです。このような取り組みを
通じて、最終的には災害時の外国人を含む地域社会の
協力体制を構築することを目標としています。
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外国人防災リーダー育成研修で災害時の対応について講義を受ける株式会社鶴見
製作所（京都府八幡市）の外国人従業員

責任ある外国人労働者受入れプラットフォーム（JP-MIRAI）

外国人労働者の適正な受け入れを推進

JP-MIRAIは、日本国内の外国人労働者の課題解決に向
けて、2020年11月に民間企業や地方自治体、NPO、学識
者、弁護士、JICAなど多様なステークホルダーが集まり、
設立されたプラットフォームです。2023年6月に「一般社
団法人JP-MIRAI」を事務局とする体制に移行しており、
2024年5月時点の会員数は700団体・人を超える規模に
なっています。

9言語に対応するポータルサイトやアプリケーションを通
じて、外国人労働者に日本での暮らしや就労に役立つ正し
い情報を提供。2024年5月時点でサイトの登録者は3,000

人に上っています。また、外国人労働者や支援者向けに相
談窓口「JP-MIRAIアシスト」を開設。労働問題や在留資格、
生活上の困りごとを受け付けており、2023年12月までに
2,400件以上の相談に対応しました。
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